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超高層ビル用高速エレベータ群の計画
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日l

従来の十階床程度のビル以上に基本的な解析と検討を加

えるとともに,効率的な全自動群管理化を図る必要がある｡今回,霞が関ビルの完成に当たって,数年前から

検討してきた計軌ヒの諸問題に関する検討結果を取りまとめ,

田上の展望を行:･とって克た｡

1.緒 言

唱和43年ヰ乱 世界の注目を汁iびつつオープンLた霞が閑ビル

はまさにわが国最初の本格的な超高層市務所ビルである｡わが国の

超高層化計画をはばむ技術的な諸条件を完全に解決し,国産技術の

粋を凝らLて完成したこの霞が関ビルは,世界的憤向といわれてい

る都市再開発問越の中の超高層ビル計画に対して新紀元を画したも

のであり,かつ今後の進展にさらに拍車をかけたことになると思う｡

日立製作所では数年前から超高層ビル計画の一環としてビル内交

通需要消化の効率化を図るため,エレベータの高速化に対する技術

革新を組織的に推進し,全静止形帰還制御の開発,柔構造建築に対

する振動･騒音対策,高速用安全装置の開発,全機器の高信頼性化,

全自動群管理の統計的研究などわが国の国情を考慮した独自の研

究･開発を推進してきた｡これらの結果は,今回,しゅん工した霞

が関ビル内の300m/min高速ギャレスエレベータなど17台の高速

エレベータ群に応用され,期待どおりの成果を発揮して好評裏に運

転をFユ那台した｡

超高層ビルは従来の十数階程度のビルに比べて収容人口,行程,

階垢数などが飛躍的に増加するので,ビル内の効率的なエレベータ

リングが非掛こ重要な問題となる｡しかも,わが国ではビル自体の

運営や管理上の問題が外国のビルとは本質的に相異するので,外国

技術に依存するよりも国情にマッチした抜本的なくふうを図るべき

である｡掛こエレベータのサービス向上は超高層化とともに種々の

経済的な問題がクローズアップしており,これらの諸問題を積極的

に克服して際限なく前進させる必要がある｡日立製作所でほ世界一

を誇る研究塔や他社に例のないエレベータ専用シミュレータ,信頼

度試験室などを駆使してすでに540m/minの高速化iこ対する研究

を推進しているが,本稿では霞が関ビルに納入した高速エレベータ

群の実績を主体iこして高速エレベータ計匝如こ対する将来への展望を

行なってみよう｡図1は世界最高の英姿を誇るエレベータ研究塔の

全景である｡

2.超高層ビル用エレベータ計画

欧米の超高層ビルは一般に純然たる事務所ビルが多いが,わが国

でほ事務所ビルといっても社員食堂,集会用ホール,レストラン,

展望台,名店街など超高層化を利用L･て多角経営的な運営を行なっ

ているビルが多い｡しかも,ビル外の外部交通麟閲すなわち地下鉄,

バスターミナルなどの連絡も外国に比べて非常むこ便利な高層ビルが

多いので,必然的i･エビル内交通量が多くなり,かつ特定階に対して

日立製作所水戸工場

将来の超高層ビル用高速エレベータに対する計

図1 エレベータ研究塔全景

集中的に集団到着する楼会が多くなっている｡この点がほぼ同規模

のビルに比べて本質的に相異する点であるが,今複の超高層ビル用

昇降機設備を計画するに当たって,これらの特殊事情を十分考慮し

た全自動群管理,非常運転時の自動管理などに対する新たなくふう

が必要である｡したがって,最近急激に発達したエレクトロニクス

技術を積極的に応用して高度の交通情報管理を行なうため,全自動

群管理要素の高信煩性化 情報処理システムの能力強化 有棟的な

管理指令など,わが国独自の新技術開発を図るべきである｡

2.1基 本 計 画

エレベータ計画とは対象とするビルの使用目的に対し将来のビル

内交通需要予測を行ない,これに対する望ましいエレベータ群の仕

様,台数,配置などを公正な立場で検討することである｡特に,超

高層ビルではエレベータ群の運転効率がビル内の中枢的枚能となる

ことば当然であるが,さらに建築課計上や経済性との関連上限られ

た設備台数で最大限にサービスの質を向上させることも必要にな

る｡そのためには,ビル内のテナント配置や全階の使用目的に対し

総合的なエレベータ計画が行なわれなけjlばならない｡たとえば,

高速エレベータの運転効率をあげるため,割合に利用率の低い最端

階にも必ず1グループ仝台のエレベータでサービスするように計画

し,かつ出発基準階に近い階のサービスにはエスカレータを配置す

るほか,集中的に集団到着する集会場,レストランなどにはその道

宮上の目的によって特に一般事務所用とは別グループのエレベータ

でサービスするなど,従来のビル以上に綿密な検討が必要である｡

このようにして,一般事務所用のエレベータ群は与えられたサービ
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表1都内における代表的オフィスビルの例
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*荷物用エレペlタほ除く

ス階層の交通需要に対して全階床の待客に機会均等なサービスを行

なうように計画すべきである｡

2.l.1建 築 計 画

表1ほ都内における十階床程度の既設ビルを事務所ビルの代表

例としてあげたものである(1)｡これらのビルはすべて効率的な運

営を主限にして計画されたものと思われるが,実際にオープンし

たあとは表1に示すようにかなり大幅な差が生じている｡これは

従来のビルが小規模なるがゆえに運営上の諸条件が直接反映して

ひとり当たりの有効貸床面積やエレベータ1台当たりの収容人口

などに大幅な差が生ずることを示している｡しかL,超高層ビル

でほたとえビルの運営上種々の特殊事情があるといっても,昇降

機設備に小規模のビルのような過酷な負荷条件を与えて一時的な

建築上の経済化を因っても,かえってビル完成後の効率的な運営

をそこなうことになる｡したがって,今後の建築計画ではわが国

の国情を織り込んだ新たな設計基準について再検討しなければな

らない｡一方,超高層化計画推進上最大の問題は経済的問題であ

るから,できるだけ昇降機設備の経済性を図り,かつ限られた設

備台数で高度の運転効率を発揮するように,エレベータ群の仕様,

台数,配置,ロビー面鼠 サービス階層配分,枚械室内の空調な

どに対し,効率的な運転条件にふさわしい総合的な検討が行なわ

れなければならない｡

2.1.2 設 備 計 画

ビル内の交通需要ほビルの使用目的,収容人口,階床数などに

よって大きく変動するが,そのほかテナントの種頸,配置なども

交通量を左右する諸岡子を含んでいる｡したがって,超高層ビル

の建築計画にほできるだけこれらの諸条件を考慮してエレベータ

群の運転仕様,台数,配置,全自動群管理方式の内容などを検討

すべきである｡

図2は超高層ビルの昇降機設備を計画するに当たって考慮すべ

き計画上の基本パターンを示したものである｡従来のビルでは交

通量が割合に少ないので,たとえ実際の交通需要が計画当初に予

測した値より多くなってもあまり問題にならなかったとしても,

今後の超高層ビルでは母集団が大きいだけに変動国子が複雑に関

連してオープソ後は抜本的な解決が困難になる｡したがって,基

本パターンに基づいて,まずエレベータ群の基本的な設計仕様す

なわち定格速度,定員,台数,配置などに関して入念に検討する

必要がある｡

耶主人【け愁

工/.カレータ..‡詐..仙 エいく一州二郎i;二

エレベー1タ仕掛lし1三

細心▼トJ

1

了鮒･
1

エレベータ設備.汁画

+
図2 超高層ビル用エレベータ計画基本′くターン

設備台数の算出は古くから行なわれているとおり,かご内定員

とサービス階床敷から予想停止数を求め,出勤時における5分間

の輸送能力が全収容人口のほぼ15%以上になるようにすればよ

い｡この値を10%′以下に計画したビルでほ出勤時のピーク時に

あいついで満員出発する確率が高くなり,積み残された待客でロ

ビーの混雑が予想以上をこ激しくなる｡また,平常時の交通需要ほ

外来客の出入りによる変動がテナントの種類によって非常に多い

場合があるので,ビル内の交通需要に与えるテナントの業務上の

影響も十分調査して設備台数を決定すべきである｡.

2･2 エレベータリング検討

従来のビルでも設備能力以上に過密到着が生ずることは多数のデ

ータで実証できる｡したがって,あらかじめ計画したエレベータ群

の仕様ならびに台数に対して適切な負荷配分と全自動群管理要素に

よって最大限の輸送能力と高度の運転効率を発揮するように検討す

る必要がある｡

超高層ビルでほ規模の増大とともに交通量としての母集団も増加

するから,ビル内交通需要の変動に対して,次のような検討が必要

である｡

(1)グループ吾郎こ対する負荷配分

(2)出勤時(退勤時)のピーク対策

(3)平常時における交通需要変動に対する全自動群管理

(4)昼食時,偏域時対策

(5)閑散時の経済的運転

これらの交通需要の変動に対して,実際に調査した乗客群の到着

分布を与えて統計的に解析する必要がある｡特に出勤時のピークほ

ビル外の交通機関や立地条件によって到着分布に差が生ずるが,一

方,出勤時以外のど′レ内交通量もビルの使用日的や全階のレイアウ

トなどから当然差が生ずるから,これらの諸条件に対し各グ′レープ

ごとのエレベータ群の輸送能力や平均一周時間,平均待時間などを

統計的手法により解析し,望ましい全自動群管理要素の設定と変動

要因に対する設計上の自由度を検討する必要がある｡日立製作所で

はこれらに対し独自の研究を行なっている｡図3は霞ヶ関地区にお

ける乗客集団の到着分布,表2ほ解析上の計算諸元を示したもので

ある｡本稿では前述の(1)～(3)についての解析結果を述べてみよ

う｡

2･3 シミュレーションによる統計的検討(2)(8)

2.3.1出 勤 時

図4(a)は霞が閑ビルのグループ割を示した例である｡A～D
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母集団を増加するにつれて上戸均値が発散して

収れんしないことを示す｡

図6 グループ別の平均待時間と平均サービス完了時間

に継続L,ピークが過ぎると(a)に示すような普通運転すなわち

平常時のサービス階層に再び自動復帰する方式である｡

図5は霞が関ビルの計画に採用したフローチャートを,図d

(a)～(d),図7(a)～(d)はエレベータ群のサービス状態をシ

ミュレーション解析したものを,それぞれ乗客の平均到着間隔ご

とに平均値で示したものである｡待時間は乗客がホールに到着し

てからエレベータに乗るまでの時間,サービス完了時間は乗客が

エレベータに乗ってから目的階に着くまでの運転時間に待時間を

加えた時間,平均乗客数および平均一周時間ほそれぞれの総和を

全起動回数または全一周回数で除した算術平均値である｡前述し

たように単純な算定方式でほぼ均等にサービス階層をグループ割

しても,高階層,過密到着間隔になるほどグループごとのバラン

スがくずれることがわかる｡この差はコンピュータ解析によるシ

ミュレーション結果には積み残しによる囚果関係の悪循環も含め

て総合評価されているので図示のような差が生ずるわけである｡
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ヤ均到着間隔て表わLた乗客到右人数 ■

800

分乱∋､行湛転東500

普胤雀転

7 8

経過時間(分
(a)Aグループ

(分)

(b)BグループG

封く

9 10

｢r一

9 10

ノ_---ノ/:二′

/エヂ連ぎ二rJ

+
1▲

三800｢
毒l
書500｢

5 6 7 占

克たj釦引;り(か
r亡1Cクルー7

ゴ≠‡≡丁二:H+

+ ▲

5 6

9 1(1

/′一===

/ノ:=ニー‾
rr

7 8 9 10

経過時間(か
(d)Dク■ルーフ1

琵(1)平均到着間隔0.75秒

(2)･印 分割急行運転のときの到着人数

(3)×印 普通運転のときの到着人数

図8 過密到着による積み残し人数

しかも,ピーク時には分割急行運転に自動的に移行することによ

って,グループごとの差も実線で示すとおり大幅に減少し,サー

ビス状態が均等化されることを明示している｡これは,図7(a)

～(d)に示すように,分割急行運転でほ平均一周時間が短縮され

て満員で出発する確率が低くなるためである｡図8(a)～(d)は

定常的な過密状態の一例として平均到着間隔0,75秒のときのサ

ービス状態をグループ別に示したものである｡到着累積人数と輸

送人数との差が積み残し人数を表わすが,(a)～(d)から高階層

になるはど普通運転の場合の積み残し累積人数が波状的に増加す

るのに対し,分割急行運転ではその傾向が本質的に違っている｡

しかも,さらに交通量の多いビルではピーク時に0.6秒まで過密

化している例がある｡したがって,かようなビルでは輸送能力が

不足すると悪質なダソゴ運転が継続してロビーの混雑を激化する

ので,分割急行運転による輸送能力強化が必要である｡

2.3.2 平 常 時

次に平常時の運転状態について,交通需要と定格速度の関係を

解析してみよう｡筆者らはさきに理論停止数を導入して平常時に

おける平均一周時間も算出できることを発表(4)した｡これは出発

階を除く任意の階においてエレベータが何回に1回の割合で停止

するかをパラメータとして確率論から求めた平均一周時間を算出

する方法である｡したがって,一般に各階停止率1/mの場合の

(
怠
)

叫字ご声丁⊥やこ

400

第50巻 第9号

サービスド琵:1-11～26

階 ■i:3.5m

15=柑′′hlln

】ホり【11′l11川

‾01j盲ユ盲ユイブイブJユイケ′言舛九

糾汗f′=三_lトキ三

国9 各階悼1L平と平均一同時間

理論停止数は次式で表わすことができる｡

〔ダr〕川=(ブタZ-1)∬‾1(7卜2＋2〝7-∬1ァタg,7-∫-3

ここに1≦∬≦〃-3,7刀>1

乃‥ 階 床 数 ∬:階床 間 隔

いま,全階の階床ピッチを3.5m,サービス階床を10隅まで不停

止階とし11～26階問をサービスするものと仮定し,定格速度を

90～300m/min変化させた場合の平均一周時間をシミュレート

したのが図9である｡各階停止率1/m=1の場合,すなわち出勤

時の上昇運転のように各階運転が非常に多い場合にほ不停止階と

下降時の直通運転を行なうときの運転時問の差だけになるから,

定格速度を上げた効果は最も少ないが,各階停止率が1/2-1′′10

になるに従って実効的な階床運転数も増大し平均一周時間は短縮

される｡一方,わが国の従来の事務所ビルでほ外国に比べて一般

に収容人口が多いので各階停止率ほガ～%程度である｡Lたが

って図9に示すとおり,上述の例では240,300m′/minの定格速
度の違いには平均一周脚月の点でほとんど有意差は認められな

い｡霞が関ビルCグループのサービス階床数は上述の例より少な

いのでこの差はさらに少なくなる｡同様にして,本解析を霞が関

ビルの他のグループの設計仕様にあてほめた結果,A′､一Dグルー

プで選定した定格速度は平常時運転のサービス状態から検討して

もほぼ適切であることを定量的に実証している｡

3.霞が開ビルの実際例

3.1昇降横設備

霞が関ビルは地上36階(147m),地下3階,延面積15㌣000m2,

収容人口約10,000人のわが国随一の超高層事務所ビルである｡した

がって,昇降機設備に負荷される輸送人員も最高50,000人におよぷ

といわれているが,これらの膨大な交通量をいかにスムーズに輸送

するかが大きな命題になっている｡表3に全昇降機設備の設計仕様

の概要を示した｡

A～Dグループほ一般乗用エレベータ群で収容人口10,000人に

対し,それぞれ各階層ごとにサービスするようiこなっている｡これ

らのエレベータ群は高階層用Dグループの定格速度を300m′/min

まで高速化し,各グループのサービス状態をほぼ均等にバランスす

るよう計画されている｡一方,テナントの種類やその具体的な配置

の都合によって,グループごとの負荷条件に大幅な変動が生じた場

合に対処するため,図10に示すとおり各階層ごとに若干のラップ

階を設け,グループごとのサービス階床数を再配分することによっ
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表3 霞が関ビルエレベータ仕様一覧

画計の群クー

､

＼ グループ

仕 様 ＼
用 途

定格速度(冨ム)
定 員(人)

スト ロ

ーク(m)
停 止 階*

サービス階床数*

台 数

ラ ッ プ 階**

一 周 時 間(砂)

平均出発間隔(秒)

5分間輸送能力(%)

輸送完了時間(分)

乗

LB

用

6
1
2

0

4

L

～

0

8

.4

.7

A B ト C

乗 用

210

24

73.9

LB-14～20

8

7

乗 用

240

24

100.8

LB-31～27

8

7

2爪U2 27

D

乗 用

300

24

123.8

LB-28～33

7

7

149

25

12.6

39.8

F

用

2213.2

ス

0

7

(U

2

ビ

1
5
い
2
1
1
5

4

一

■

■

サ

げげ

注
*

印は出勤時のサービス階床

**印ほ平常時,乗り次ぎ可能階

C,D,Fグループほ他社製

上記のほかにGグループのローカルエレベータ2fiある

て負荷条件の均衡を調整できるような計画上の自由度も織り込んで

ある｡

0グループほ36階展望台,35階レストラン用として直通運転す

る展望用エレベータであるが,一方,非常運転の場合の消防用,な

ど多目的な利用も考慮されている｡そのほか人荷用のFグループ3

台,Gグループ2台,総計35台のエレベータ群のはか,1,3階の

商肺街向けとして8台･のエスカレータも完備されている｡

3.2 ロビー混稚状態に関する検討

わが国の事務所ビルでは一般に出勤時のピークが外国に比べて

20･～40%高いビルが多く,ピーク時の平均到着間隔ほ混雑するビル

で0.6～1.0秒,割合に混雑が少ないビルで1.0～1･5秒程度である｡

一方,霞が関ビルの収容人口の20%が5分間に集中すると仮定す

ると,その平均到着間隔は0,6秒となり,従来の高層ビルの中で最

も過密到着しているビルに相当することになる｡しかも,これはピ

ーク時に任意に抽出した乗客集団に対してA～Dグループの乗客群

が絶えず均等に混入していると仮定したときの値であって,外部の

交通事情の変化によって乗客群の過密到着の可能性がさらに高まる

ことも予想される｡

図11はDグループのエレベータを例にとり,5分間のピークを

Dグループ収容人口2,000人の25夕方(平均到着間隔0.6秒)と仮定し

た乗客到着分布のモデルを示したものである｡この到着分布に対し

てエレベータ群が次々に輸送する運転状況をコンピュータ解析した

結果を図12(a)(b)に示した｡すなわち,ピーク時にもサービス

階層の全階をサービスする普通運転ほ過密化するに従って満員出発

する確率が高くなり,各階停止が増加して一周時間が長くなるため,

これらの因果関係が悪循環していわゆるダソゴ運転が長時間継続す

るようになる｡その結果,ロビーには最高300人の積み残し客が累

積し,ロビーからオーバーフローするうえに,定刻になっても200

人程度の待客群がエレベータに乗れないことを示している｡

一方,分割急行運転ではピーク時にも予測混雑限界以下の積み残

しですむほか,定刻5分前にはほぼ平常どおりの待客数に復しうる

ことなど,分割急行運転の効果を定量的に示している｡

3.3 意匠と配置

霞が関ビルの内装の色彩は深いアイボリーが基調となり,それに

焦げ茶とブルーでアクセントがつけられている｡特に,1階が焦げ

茶色を主体に統一されて重厚な感じをかもし出しているのに対し

て,エレベータのドアはブルーがアクセントとなり,さらにジャム

やドアエッジのステソレスヘアライン仕上の地色でコントラストを

調和させている｡これは,近代感覚を強調しながら日本情緒を生か

した落ち着いた色調と造形美にビルの意匠上の特性を打ち出したも
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図11霞が関ビ′レにおける乗客到着分布のモデル
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図12 ロビーにおける輸送人数と積み残し累積人数
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図15 霞 が 関 ビ ル

のである｡図13iこ新い､感電を貰いたエレベータホール,図14に

ど′,し内装の多彩な色調とデザインiこマッチLたがご内意匠を示し

たこ また,展望用300m/min高速エレベータにほ案内用の放送装

置ヤエレベータ速度計なども完備されている｡

昇降機設備の配置は図15に示すとおり,乗用エレベータ群は7,

S台ごとに1グループ対面配置をとり,各サービス階層ごとに乗客

帯の動線区分を囲った理想的な配列である｡しかも,エレーベータ

ロビーはレンタブル比を最大限に高めるため間口を4mにしたが,

これらの実績は今後の超高層ビル計画の標準パターンとして大いに

宗献するものと思う｡

4･超高層ビル用高速エレベータの展望

わが国経済の進展とともに超高層化計画も今後限りなく前進を続

けるものと思う｡掛こ今回,霞が関ビル建設に当たって,関係各社

が三井不動産の建設委員会を中心にして高層化への新しい道をきり
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図17 サービス階床数と定格速度
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開くため総合力を結集して実現させた社会的意義はばかり知れない

こ′きど大きい｡もちろん,地震国といわれているわが国で将来,アメ

リカに供赦する超高層ビルが計画されるとは考えられないが,10年

前までは考えられなかった今回の技術革新を契機とし,超高層ビル

の中枢的棟能を果たす高速エレベータの計画に関して将来を展望し

てみよう｡

4.1高 速 化

超高層事務所ビルの梯能的運営上 エレベータの高速化があげら

jtる｡従来のビルでは十数階程度のサービス階床でしかも全階サー

ビスする計画が多いため,たとえ定格速度を高くしてもその効果は

閑散時や特殊の用途にしか効果は期待できなかった｡Lかし,高階

層ビル用エレベータでは不停止ゾーンを設けて高速化の効果を最大

掛･こ発揮させるようにするれ 出発基準階から最上階のサービス階

までの運転時間を30秒以下に計画するのが,一般的にみた計画上

の指標であるから,効率的なサービスを主眼とする超高層ビルでは

今後さらに高速化する気運も高まると思う｡

37階のビルを対象とし,その最高階層用を例にとって定員20名

のエレベータが210～510m/minの定格速度によって輸送能力の点

でどの程度の差があるかを求めたのが図1dである｡この図の定格

速度運転時間れとは最高速度で往復する運転時間であって計画上

の参考用とLて示してある｡この固から37階程度の高階層用とし

ては300～360m/min定格速度がほぼ適当であり,さらにサービス

を主とする計画では420m/min程度の高速化も考えられることを

示している｡しかしそれ以上の高速化になると加減速時間の影響が

増加して実効速度が定格速度の割合はど上がらないため,特殊の用

途以外ほむしろ経済性を主体に検討する必要がある｡次にRTTは

前述した予想停止数によって算出した平均一周時間であるが,これ

らの結果を発展させて,図17iこ対象ビルの階床数より定格速度の

選択パターンを3段階に分けて示した｡たとえば33階のビルでは

標準定格速度を300m/min,とするが,サービスを主体とした場合

は360m/min,経済性を主体とした場合ほ240m/minを選択すれ

ばよいことをあらわしている｡また,図18(a)～(c′)は上記の標

準パターンによる出勤時のエレベータ輸送能力を示Lたものであ

る｡

ム2 全自動群管:哩

超高層ビル内の数十台の高速エレベータ群に対し,絶えず変化す

る全階床の交通需要を総合的に管理するためには,さらに高度の管
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図19 サンプリングシステム･ブロックダイヤグラム

理システムを有する全自動群管理方式が必要である｡特に超高層ビ

ル用エレベータ群は全階の待客に機会均等なサービスを行なうため

に全台のエレベータを有機的な管理指令によって,できるだけ全階

にばらまかなければならない｡したがって,目立自動群管理方式

(ComputomaticTra伍cPrograming)(5)ほ超高層ビル用として新

なに偏域時のパターンを追加し,一時的に集中した特定階の交通需

要に対して迅速に交通需要の平準化を促進するよう考慮されてい

る｡図19は全自動群管理の内容を示すサンプリング･システムを

ブロック図で示したものであるが,これは刻々に変化する交通情報

をエレクトロニクス化した管理システムで迅速に判断し,グループ

ごとに全台のエレベータに対して間断なく管理指令を与えるもので

ある｡

超高層ビルの交通需要の中で特に問題となるものほ大口テナント

の占有階取 外来客による集団到着,昼食時の輸送能力などで,建

築計画上あらかじめ考慮した諸条件の中で特に,エレベータのサー

ビス状態に対して大きく影響するものである｡しかも,これらの運

転状態を出勤時と同様の解析方法でほ定量的な評価に限度があるの

で,新たに動線的な解析方法によって解明しつつある｡また,経済

性が超高層ビル計画の基本的な問題である以上,必要最小限の設備

台数,仕様で高度の効率的な運転を図るにほ交通需要の変化を検出

する適切な情報網とそれに対する情報管理システムの導入や,処理

装置のエレクトロニクス化などによって最適運転パターンの迅速適

確な自動管理が特に重要な要素となる｡

4.3 非常運転と電源設備

超高層ビルにおけるエレベータ電源設備としてほ,電源容量の増

加,長行程による引込電線サイズの増加,中央監視室でのエレベー

タ集中管理などの問題があり,さらにビル内停電時の処理と自家発

電の問題がある｡前者の電源容量,引込線サイズなどはメーカーの

資料により算定されるが,後者の自家発電設備についてほ,ビル全

体の電源設備計画に積極的に参画し,自家発電電源による非常時運

転方法の慎重な検討により設備容量の決定を行なう必要がある｡

また,超高層ビル計画で特に重要視されている防災と火災時の対

策に関連して,エレベータ非常運転,火災時消防隊専用運転など

も重要な問題であり,ユーザー,監督官庁などの関係部署と,メー

カーとの密接な打ち合わせが必要である｡霞が閑ビルにおける防災

計画は,ビル建築計画時点から組織的に検討され(6),防災センター

からの遠隔指令による防災システムを採用しているが,さらに全階

サービス用エレベータ(0,Fグ′レープ)による火災時消防専用運

転方式には新しい試みも導入して万全を期している｡そのほか霞が

閑ビル,エレベータ群の非常運転方式なども表4に示したとおり綿
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表4 非常時運転と火災時専用運転方式
(霞 が 閑 ピ ル)

運
転
方
式

条

件

電
源
条
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基 準 階 帰 着 後 の

継 続 運 転 可 否

設
匿
場
所

ス
イ
ッ
チ
の

基準膳帰着後

タ 動 作

M-G動作:ドアの開閉

帰呼
着応
中答
の

前丁
着帰動自

非

常

運

転

方
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(
N
)

日
月
電
通
電
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(
M
)

自
家
発
電
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密な計画のうえ種々の新方式が採用されている｡なお,非常運転に

際して,たとえば中央監視室,保守室とエレベータ問との,いっせ

い指令用信号装置や,万一,エレベータ不停止区間に不時停止した

場合,かご内乗客の救出用として隣接エレベータへ乗り移れるよう

にかご側板に非常救出口を設けることも必要である｡

4.4 建築上の諸問題

超高層ビル用高速エレベータ群の計画にほ,建築計画上,次の諸

点を特に考慮する必要がある｡

(1)高速エレベータを単独昇降路内に設置することは,騒音･

風圧･ダクトスペースなどの点から無理が生ずるので2台

以上を並設しシャフトを共用昇降路として計画する｡

(2)エレベータを設置する昇降路および枚械重は建築構造上の

制約もあるが,効率的な運転を必要とする超高層ビルでは,

ロビーにおける乗客群の便宜も考慮して最終的な柱スパ
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図20 昇降路断面図

ン,ほりの位置を決定する｡

昇降路の頂部およびピット寸法は高速エレベータになるほ

ど重要であり,規定寸法以上を確保する｡特に240m/min

を越えるものについては端階強制減速装置によって頂部お

よぴピット深さの最小値を4m(JIS A4301-1964)にする

ことが必要である｡360m/min越える場合についてはさ

らに検討を必要とする｡

柔構造建築でほレール支持間隔が従来の鉄筋コンクリート

建築のように任意の位置にとれないため,階床間隔ピッチ

となることが多い｡特に支持間距離が4mを越える場合

は,中間ほりを計画する｡

エレベータ棟械室は政令上,昇降路の2倍以上とされて

いるが,並列台数と運転責務の増加に伴い機械室内の温度

上昇も高くなるため,適切な換気設備か,空調設備を計画

し,その室温管理も集中管理する必要がある｡今後,さら

にエレベータ制御装置,枚器の高精密化,エレクトロニク

ス化が進むために,機械室内の防塵(じん)についても建築

上考慮する｡

次に,エレベータの意匠効果については,すでに述べたとおり,

近代ビルに調和した新しい意匠,豪華な意匠などを次々に開発して

きた｡一方,エレベータホールとの調和に重要な役割をしめている

エレベータドア,ジャム(三方わく),ホール呼びボタン,インジケ

ータ,着床予報灯などの意匠関係もビルの内装デザイソとともに,

建築工程がかなり進んだ時点で決定されるケースが多いが,できる

だけ早期の意匠仕様決定によって意図した意匠効果の実現に万全を

期すべきである｡

最後に,日立製作所における超高層ビル用高速ギャレスエレベー

タの標準仕様を表5に,昇降路断面図を図20に,頂部およぴピッ
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表6 頂部およびピット寸法表

遭 壁

頂部高さ

TIi(mm)

頂部すき問

TC(mm)

ビット深さ

PD(湖m)

機械軍
有効高さ

H(mm)

7,600

8,300

9,000

9,700

9,700

10,900

10,900

11,900

2,400

3,400

4,000

4,000*

4,000*

6,000*

6,000*

8,000*

*端階地利減速装置(ETSD)付

表7 昇 降 路 お よ び 準標宋工械磯 ri一 法 表
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卜寸法表を表dに,昇降路ならびに枚械董平面図を図21,22に,ま

たこれらの標準寸法蓑を表7に示す｡

5.結 口

都市再開発の進展に伴って,大都市圏のスカイラインは超高層ビ

ル群の英姿で間もなく一変することになる｡これらの超高層ビル

の中枢的機能を果たす昇降枚設備に対してわが国の国情を織り

込んだ技術革新を図るため,日立製作所ほ独自の技術によって高

速エレベータ群の計画上必要な諸問題の抜本的な解決を促進中で

ある｡霞が関ビルに納入した300m/min高速ギャレスエレベー

タは口本最高速のエレベータであるうえに展望用,消防用のはか

一般乗用としてもサービスできる多目的な利用を考慮した新製品

である｡今回開発したこの新技術と経験を発展させて,今後の超

高層ビル用高速エレベータ計画にふさわい､効率的な運転と計画
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-
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･ト

上の経済性を図るため,さらに高速化,高信娯性化

などに関する新技術の開発を行なう予定である｡最

後に霞が関ビルの高速エレベータ計酎こ関して三井

不動産株式会社霞が閑ビル企画室,し11‾F寿郎設計事

務所,鹿島建設株式会社の関係各位から貴重な資料

やご助言をいただいた｡また,日立製作所日立研究

所笈川主管研究員,越智研究員からは本解析に関し

て絶大なご協力とご援助をいただいた｡ここに記L

て深甚な謝意を表する次第である｡
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